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2007/2008 年度は 1141 件であった。それにともない未処理事件数の滞
留も一定程度あり同年度で 2700 件，1 年以上係属している事件は 1841
件となっている（Supreme Court Nepal ［2009：16］）。
ネパールは，その憲法において，最高裁判所の管轄に属する事項とし










































2007/2008 年度は 1141 件であった。それにともない未処理事件数の滞
留も一定程度あり同年度で 2700 件，1 年以上係属している事件は 1841
件となっている（Supreme Court Nepal ［2009：16］）。
ネパールは，その憲法において，最高裁判所の管轄に属する事項とし






































































申立人：Sudarshan Subedi, Babu Krishna Maharajan（11）
判決日：2003 年 11 月 14 日
（ 1 ）申立内容
1990 年憲法第 23 条（12）および第 88 条第 2 項にもとづき令状請求訴訟
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1990 年憲法第 23 条および第 88 条第 2 項にもとづき令状請求訴訟が
提起された。憲法第 11 条第 3 項は身体的・精神的無能力者の利益の保護・

















1982 年に施行されてから今日まで 22 年間経過している。憲法第 11 条第
3 項にしたがえば政府は障害者の権利と利益のために特別な規定を制定
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および政策」に含まれる条項（第 26 条第 9 条）といえども，基本的権利（第








申立人：Prakash Mani Sharma & Tek Tamrakar（20） （Pro-public）
判決日：2007 年 5 月 8 日
（ 1 ）申立内容
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          Arun Silwal, Ram Prasad Adhakari（21）
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申立人：Raju Prasad Chapagain （Pro-public）, Sudarshan Subedi（23）
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1990 年憲法第 88 条第 1 項および第 2 項にもとづき，令状請求訴訟が
提起された。1963 年の国法（Muluki Ain）の医療の章（Elaz Garne ko 
Mahal）は，「精神異常者は，手錠をするか，釘づけにして刑務所または
檻に収容すべきである」と規定している。同様に，1971 年の地方行政法
第 9 条第 7 項は国法の規定にもとづき「精神異常をきたした者が制御不
能となり，関係者または社会に危害を加えるおそれが生じたと地区長官が
認めた場合，地区長官は国法の医療の章にしたがって行動をとることがで





















②国法の当該規定にもとづいて制定された地方行政法第 9 条第 7 項は自動
的に無効となること，③同様の規定を有する障害者（保護・福祉）法の第
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リプロダクティブ ・ ライツ＆ヘルス 障害当事者団体＆アドボカシー NGO
差別用語 アドボカシー NGO



























for Woman, Law and Development：FWLD）と障害女性の当事者団体
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組んできた（de Silva de Alwis［2010：39-40］）。本訴訟では，法的技
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（ 1 ） 1982 年 11 月 2 日公布。障害者（保護・福祉）法のテキストは，ネパール障害
者人権センター（Nepal Disabled Human Rights Center：DHRC）の英文翻訳に
よる（available at http://dhrcnepal.org.np/download/DWP_Act_2039.pdf, アクセ
ス日：2011 年 2 月 10 日）。
（ 2 ） 障害者（保護・福祉）規則のテキストは，DHRC の英文翻訳による（available 
at http://dhrcnepal.org.np/download/DWP_Rules_2051.pdf, アクセス日：2011 年
2 月 10 日）。
（ 3 ） 2007 年から国家人権委員会は欧州委員会の援助を受けて国内の障害者状況を調
査するなど準備を進めてきた（NHRC ［2007］）。2009 年 10 月末に障害者事件窓口
（CRPD Desk）を設置してから 2010 年 9 月までの約 1 年間で 12 件の申し立てを
受理している。国家人権委員会は障害者権利条約にもとづきライツ・ベースの活
動を積極的に展開したい姿勢をみせている（2010 年 9 月の国家人権委員会でのヒ
アリングによる）。
（ 4 ） 1990 年憲法第 88 条第 1 項および第 2 項も但書を除いて同文である。
（ 5 ） Suray Prasad Sharma Dhugel v. Godavari Marble Industries and others, WP 
35/1992 （Nepal S.C. 1995）.
（ 6 ） ただし，審理の過程で多様な国際文書の義務に言及はあるものの，インドの最




（ 7 ） FWLD ［2009b：31-32］および 2010 年 9 月に実施した DHRC や女性・法・開発
フォーラム（Forum for Woman, Law and Development: FWLD）などとのヒア
リングによる。
（ 8 ） ネパールではさまざまな要因により，口頭での判決主文の言い渡しが先行し，
数カ月後に判決理由が記された判決文が作成，交付される慣行となっている。








（10） 判決のテキストは，DHRC 所収の英文翻訳による（available at http://dhrcne-
pal.org.np/download/Free_Edu_Nep.pdf, アクセス日：2011 年 2 月 10 日）。
（11） Subedi は肢体障害者，Maharajan は視覚障害者で両者とも DHRC のメンバー。
Maharajan は創設者。
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（17） 暫定憲法第 36 条もほぼ同様に規定している。
（18） すでに Yogi Narahari v. HMG Ministry of Education Culture and Social Wel-







（19） 判決のテキストは，Laxman Prasad Gnawali 弁護士の英文翻訳による。以下，「ろ
う者の教育の権利」事件と「精神障害者の権利保護」事件も同様。
（20） 両者はともに Pro-public 所属の弁護士である。障害当事者は申立人として加わっ
ていない。
（21） 申立人のうち Silwal と Adhakari のふたりは聴覚障害者であり，Adhakari はネ
パールろう者・難聴者連盟（Nepal National Federation of the Deaf and Hard of 
Hearing , NFDH）に所属する幹部である。そのほか３人は，Pro-public の弁護士
である。




（23） Chapagain は Pro-public の弁護士であり，Subedi は肢体障害者であり最初の障
害関連公益訴訟である「障害者の無償教育の権利」事件の当事者である。Subedi
は Pro-public に依頼され，個人の資格で参加している。
（24） 2009 年 11 月の申立人とのヒアリングによる。
（25） 2009 年 11 月と 2010 年 9 月の Pro-public 代表とのヒアリングによる。
（26） インドでも社会活動団体が被害者への継続的な関与を行えず，新聞で掲載され
た出来事への反応にとどまっているという指摘がある（伊藤［2008：44-45］）。
（27） 2010 年 9 月の NDWA と FWLD でのヒアリングによる。
（28） 2010 年 9 月の最高裁判所裁判官とのヒアリングによる。
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第 6 章
バングラデシュの障害当事者と障害者政策





障害課題へのアプローチとして Community Approaches to Handicap 
in Development（以下 CAHD と略）がある。このアプローチを推進して
いるバングラデシュの NGO の障害開発センター（Center for Develop-
ment in Disability：CDD）の代表であるノーマン・カーン氏（A. H. M. 
Noman Khan, Executive Director）は 2010 年に，アジアのノーベル賞
といわれるマグサイサイ賞を授与された。
CAHD は現在のバングラデシュにおいて，少なくともある重要な側面
において最も適した障害アプローチであるといえる。そこで本章では，バ
ングラデシュの障害アプローチの代表といえる CAHD の意義と課題を分
析することをとおして，同国の障害者の現状と，介入のあるべき形につい
て検討する。
結論を先取りすれば，以下のとおりである。全国に広く障害者が存在し，
特に地方での障害者へのアプローチが手薄であったバングラデシュにおい
